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ABSTRACT 

  

本研究では、放課後等デイサービス事業所における新型コロナウイルス感染症対策の実態

を把握することを目的とし、A 市の放課後等デイサービス事業所を対象に、休校期間および

休校期間明けの感染症対策に関する質問紙調査を実施した。その結果、殆どの施設で感染症

対策を実施しており、そのことが職員の仕事量を増加させていたこと、感染症対策としては

手指消毒や換気が多く、密にならない環境づくりは行えていないことなどが明らかになった。

これらの結果を踏まえ、今後の放課後等デイサービス事業所における感染症対策の在り方に

関して論じた。 
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Ⅰ．はじめに 

  

放課後等デイサービスとは、小学校や中学校、高等学校、特別支援学校に在籍する障害の

ある子どもが放課後や長期休暇に利用するサービスであ法的には、2012 年の児童福祉法の改

正によって制度化され、現行の児童福祉法第六条の二の二、「授業の終了後又は休業日に児童

発達支援センターその他の厚生労働省令で定める施設に通わせ、生活能力の向上のために必

要な訓練、社会との交流の促進その他の便宜を供与すること」に根拠をもつものである（2021

年 2 月 25 日現在）。全国で 2015 年に 5,444 ヵ所であった事業所数は、2017 年は 8,957 ヵ所、

2019 年には 13,980 ヵ所と年々増加している。報酬の改定等により、運営に苦慮する事業所

は多いものの (丸山, 2019)、放課後等デイサービス事業所に対する社会的ニーズは高く、障

害のある子どもの居場所の一つになっていると言える。 

 ところで、新型コロナウイルス感染症 (COVID-19) の拡大は、世界に多大な影響を及ぼし

ている。日本の教育の分野では、2020 年 2 月 27 日に安倍前総理による、全国の小学校、中

学校、高等学校、特別支援学校に対する臨時休業要請により、ほとんどの学校で休校措置が

とられた。上記のように、放課後等デイサービス事業所の多くは、障害のある子どもたちの

受け皿としての役割を果たしてきたが、その「サービスの質の担保と収益を生み出すことの

両立の困難さの問題」が、コロナ禍以前から指摘されるところであった (小澤，2018)。今回

の COVID-19 の拡大では、一斉休業が発表された 2020 年 2 月 27 日から 3 月 19 日まで、約

3 週の間に、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課「新型コロナウイルス感染

症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業所等の対応につい

て」の連絡が 6 回なされた (厚生労働省, 2020)。その 1 では、「原則として開所」、また、開

所時間についても「可能な限り長時間」とするなどの対応を求めるものであった。翌 28 日

の連絡・その 2 では、「地域の障害福祉サービス等も活用」した「幼児児童生徒の居場所の確

保」を求めるものであった。同日に出されたその 3、3 月 6 日のその 4 では、報酬に関する

特例が示されていた。3 月 13 日のその 5 では、臨時休業要請終了に伴う特例の延長、3 月 19

日のその 6 では、春休み期間中の特例延長の方針が示されていた。このように金銭的な手当

てはなされたものの、「幼児児童生徒の居場所の確保」のため、「原則として開所」、しかも「可

能な限り長時間」とする対応が求められるなど、放課後等デイサービス事業所等では、感染

予防の措置を講じながら利用実態やニーズに合わせて様々な対応を迫られることになった。 

本研究では、上記のような未曾有の状況下において立ち止まることさえ許されない中で、

放課後等デイサービス事業所がどのような感染症対策を実施してきたのか、その実態を明ら

かにすることを目的とする。 

 

Ⅱ．方法 

 

1. 調査対象 

2020 年 8 月中旬、B 県 A 市において放課後等デイサービス事業を運営する 28 施設を対象

に、文書にて調査依頼を行った。2020 年 9 月中旬を返送期限とした。 

23 施設から回答があった (回収率 82.1%)。記入漏れや欠損値がなかったため、全ての回答

を分析の対象とした。 
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2. 倫理的配慮について 

 本調査を依頼する文章において、「得られた回答は統計的に処理すること」、「事業所や利用

者の情報が特定されるようなことはなく、プライバシーは固く守られること」の 2 点を明記

した上で、調査協力に関しては回答者側の判断に委ねることとした。 

3. 調査内容 

1) フェイスシート 

 週単位の受け入れ人数、利用する子どもの通っている校種 (小学校・中学校・高等学校・

特別支援学校の中から複数選択可能)、利用する子どもの障害種別 (例えば、発達障害、知的

障害) を尋ねた。 

2) 学校が休校期間中の新型コロナウイルスの影響について 

 調査項目は、仕事量、送迎時の対策、利用時の対策、子どもの様子の変化の 4 項目を尋ね

た。 

仕事量については、4 件法 (かなり増えた・増えた・あまり増えていない・増えていない) に

て回答を求めた。「かなり増えた」、「増えた」と回答した場合、具体的な仕事の内容について

自由記述を求めた。 

 送迎時の対策については、2 件法 (実施した・実施しなかった) にて回答を求めた。「実施

した」と回答した場合、どのような対策を行ったのか自由記述を求めた。同様に、利用時の

対策についても、2 件法 (実施した・実施しなかった) にて回答を求め、「実施した」と回答

した場合、どのような対策を行ったのか自由記述を求めた。 

 子どもの様子の変化については、2 件法 (あった・特になかった) にて回答を求めた。「あ

った」と回答した場合、どのような変化があったのか自由記述を求めた。 

3) 学校再開後の新型コロナウイルスの影響について 

 2) と同様に、仕事量、送迎時の対策、利用時の対策、子どもの様子の変化の 4 項目を同一

手法により回答を求めた。加えて、今後の課題について自由記述を求めた。 

4.分析 

 利用する子どもの通っている校種及び利用する子どもの障害種別に関しては回答ごとの割

合を算出した。自由記述の項目に関しては、記述内容について KJ 法を参考に分類した上で、

回答ごとの割合を算出した (なお、2) と 3) の子どもの様子の変化および 3) の今後の課題に

ついては回答数が少なかったため割合を算出しなかった)。 

 

Ⅲ．結果 

 

1. A 市における放課後等デイサービス事業所の状況 

 回答のあった 23施設のうち、週単位の受け入れ人数が 50名未満であったのが 9 ( 39.1%)、

50 名以上が 14 (60.9%) であった。利用する子どもの校種については、小学校 19 (82.6%)、

中学校 6 (26.1%)、高等学校 3 (13.0%)、特別支援学校 21 (91.3%) であった。利用する子ど

もの障害種別については、知的障害 22 (95.7%)、発達障害 21 (91.3%)、身体障害 11 (47.8%)、

精神障害 2 (8.7%)、聴覚障害 1 (4.3%)、その他 10 (43.5%) であった (表 1)。 
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項目 回答数 割合 (%)

知的障害 22 95.7

発達障害 21 91.3

身体障害 11 47.8

精神障害 2 8.7

聴覚障害 1 4.3

その他 10 43.5

表1  利用する子どもの障害種別 (n=23)

 

 

2. 休校期間中の状況 

 休校期間中の仕事量については、かなり増えた 7 (30.4%)、増えた 9 (39.1%)、あまり増え

ていない 7 (30.4%)、増えていない 0 (0%) であった (図 1)。増加した仕事の内容 (n=16) と

しては、施設内の感染症対策 12 (75.0%)、受け入れ時間の変更 12 (75.0%)、利用する子ども

の感染症対策 10 (62.5%)、活動内容の変更 6 (37.5%)、食事の準備 4 (25.0%)、行政等への調

査協力 4 (25.0%)、職員の感染症対策 1 (6.3%)、その他 4 (25.0%) であった (表 2)。その他で

は、消毒液等の在庫管理、請求関係の書類作成などが挙げられていた。 

 送迎時の対策については、実施した 21 (91.3%)、実施しなかった 2 (8.7%) であった。具体

的な対策 (n=21) としては、マスク着用 13 (61.9%)、車内消毒 13 (61.9%)、乗車前の検温 9 

(42.9%)、乗車前の手指消毒6 (28.6%)、家族送迎の依頼5 (23.8%)、定期的な車内換気3 (14.3%)、

乗車人数の制限 2 (9.5%)、座席配置の制限 2 (9.5%)、その他 3 (14.3%) であった (表 3)。 

 利用時の対策については、実施した 23 (100%)、実施しなかった 0 (0%) であった。具体的

な対策 (n=23) としては、手指消毒 15 (65.2%)、施設内の換気 12 (52.2%)、マスク着用 12 

(52.2%)、検温 11 (47.8%)、施設内の消毒 10 (43.5%)、手洗い・うがい 9 (39.1%)、活動スペ

ースの変更 5 (21.7%)、体調確認 4 (17.4%)、その他 7 (30.4%) であった (表 4)。 

 子どもの様子の変化については、あった 11 (47.8%)、特になかった 7 (52.2%) であった。

変化の具体的な様子としては、外出できないことに苛立っていた、急な予定の変更でパニッ

クになることが多くなった、こだわりが増えたなど、ネガティブな様子が挙げられていた。

その一方で、消毒やマスク着用などの意識が高くなった、利用する時間が長くなったため普

段よりも楽しそうに通うようになったなど、ポジティブな様子も挙げられていた。 

7

30.4%

9

39.1%

7

30.4%

0

0.0%

図1 休校期間中の仕事量 (n=23)

かなり増えた

増えた

あまり増えていない

増えていない
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項目 回答数 割合 (%)

施設内の感染症対策 12 75.0

受け入れ時間の変更 12 75.0

利用する子どもの感染症対策 10 62.5

活動内容の変更 6 37.5

食事の準備 4 25.0

行政等への調査協力 4 25.0

職員の感染症対策 1 6.3

その他 4 25.0

表2  休校期間に増加した仕事の内容 (n=16)

 

 

 

項目 回答数 割合 (%)

マスク着用 13 61.9

車内消毒 13 61.9

乗車前の検温 9 42.9

乗車前の手指消毒 6 28.6

家族送迎の依頼 5 23.8

定期的な車内換気 3 14.3

乗車人数の制限 2 9.5

座席配置の変更 2 9.5

その他 3 14.3

表3  休校期間における送迎時の対策 (n=21)

 

 

 

項目 回答数 割合 (%)

手指消毒 15 65.2

施設内の換気 12 52.2

マスク着用 12 52.2

検温 11 47.8

施設内の消毒 10 43.5

手洗い・うがい 9 39.1

活動スペースの変更 5 21.7

体調確認 4 17.4

その他 7 30.4

表4  休校期間における利用時の対策 (n=23)
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3. 休校期間明けの状況 

休校期間明けの仕事量については、かなり増えた 1 (4.3%)、増えた 3 (13.0%)、あまり増え

ていない 16 (69.7%)、増えていない 3 (13.0%) であった (図 2)。増加した仕事の内容 (n=4)

としては、感染症対策 4 (100%)、その他 3 (75.0%) であった。その他では、行動障害が激し

くなった子どもへの対応、利用人数の大幅な増加などが挙げられていた。 

送迎時の対策については、実施した 17 (73.9%)、実施しなかった 6 (26.1%) であった。具

体的な対策 (n=17) としては、マスク着用 13 (76.5%)、車内消毒 8 (47.1%)、乗車前の手指

消毒 6 (35.3%)、乗車前の検温 4 (23.5%)、定期的な車内換気 4 (23.5%)、座席配置の変更 4 

(23.5%)、その他 5 (29.4%) であった (表 5)。 

利用時の対策については、実施した 22 (95.7%)、実施しなかった 1 (4.3%) であった。具体

的な対策 (n=22) としては、手指消毒 17 (77.3%)、施設内の換気 12 (54.5%)、マスク着用 12 

(54.5%)、検温 11 (50.0%)、手洗い・うがい 10 (45.5%)、施設内の消毒 9 (40.9%)、体調確認

6 (27.3%)、活動スペースの変更 3 (13.6%)、その他 6 (27.3%) であった (表 6)。 

子どもの様子の変化については、あった 6 (26.1%)、特になかった 17 (73.9%) であった。

具体的な様子としては、ソーシャルディスタンスに関する理解などのポジティブな様子と感

染への不安から情緒が不安定になるなどのネガティブな様子が挙げられていた。 

今後の課題については 18 施設から回答があり、感染への不安を抱えながら業務を行う職

員のメンタルケア、感染症対策による仕事量増加への対応、密にならない環境づくり、他施

設の活用、マスクを嫌がる子どもへの対応、補助金の少なさによる運営への不安、感染者情

報の入手、学校への対応、感染症対策用品の購入が挙げられていた (表 7)。 

1

4.3%
3

13.0%

16

69.6%

3

13.0%

図2  休校期間明けの仕事量 (n=23)

かなり増えた

増えた

あまり増えていない

増えていない
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項目 回答数 割合 (%)

手指消毒 17 77.3

施設内の換気 12 54.5

マスク着用 12 54.5

検温 11 50.0

手洗い・うがい 10 45.5

施設内の消毒 9 40.9

体調確認 6 27.3

活動スペースの変更 3 13.6

その他 6 27.3

表6  休校期間明けの利用時の対策 (n=22)

 

 

内容 回答数

感染への不安を抱えながら業務を行う職員のメンタルケア 4

感染症対策による仕事量の増加への対応 4

密にならない環境づくり 3

他施設の活用 2

マスクを嫌がる子どもへの対応 2

補助金の少なさによる運営への不安 2

感染者情報の入手 1

学校への対応 1

感染症対策用品の購入 1

表7  今後の課題 (n=18)
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Ⅳ．考察 

 

 本研究では、放課後等デイサービス事業所における感染症対策の実態を明らかにすること

を目的として、A 市を対象に休校期間と休校明けの感染症対策に関する質問紙調査を実施し

た。得られた結果をもとに、以下に若干の考察を行う。 

 休校期間中の仕事量に関して、「かなり増えた」、「増えた」と回答した施設が 70%程であ

ったのに対して、休校期間明けでは 20%弱であった。学校が休校となると，放課後等デイサ

ービス事業が直接学校の代替的役割を担い，相当の負担を負うことになることが示されたと

言える。休校期間中に増加した仕事の内容としては、主に施設内や利用する子どもへの感染

症対策が挙げられていた。ただし、休校期間中と休校明けの感染症対策は殆どの施設で実施

しており、その内容も時期による違いは見られなかった。これらのことから、職員の仕事量

は一時的ではなく継続的に増加していると言えよう。感染症対策が常態化したことによる「職

員の慣れ」が休校明けに仕事量が増加していないという回答が多かったという結果につなが

ったと思われる。 

今後の課題では、職員のメンタルケアや仕事量増加への対応等が挙げられていた。職員自

身も感染のリスクを抱える中で過度な仕事をこなすことはバーンアウトを引き起こす可能性

もある。バーンアウト (燃え尽き症候群) については、一般に「医療・福祉・教育などの対

人サービス領域の対人援助職に多発しがち」であるとされるが、それは「対人援助職におけ

るストレス」が「一方でサービスの受け手に対する気づかいが欠かせず、他方では専門的な

知見をもって対応しなければならず、温かい気持ちと冷静な気持ちを両立させることを強い

られ」ているという「特異な」状況に置かれているためであるとされる (藤永, 2013)。障害

のある子どもを対象とする放課後等デイサービス事業所は、感情労働を伴うヒューマン・サ

ービスの担い手であり，普段からバーンアウトにつながる「ストレス」が生じやすい環境で

ある。職員のバーンアウトが進行すれば，情緒的な消耗感（emotional exhaustion）を生じ

る上に，さらに脱人格化（dehumanization）を生じるリスクもある (Maslach & Jackson, 

1981)。脱人格化はサービス対象者である子ども，保護者から距離を取り，サービスの提供を

減じていくことにもつながり得る。先が見えない感染症対策の中で緊張状態が中・長期的に

続くことから、サービス提供者である職員を守り，ひいては子どもや保護者を守っていく上

では，職員らの自己努力だけでなく，外部支援として，行政等が何らかの具体的な支援策を

講じる必要があると思われる。 

 利用時の対策としては、手指消毒や検温、定期的な換気等を実施する施設が多かった。そ

の一方で、活動スペースの変更といった密集や密接を避ける環境づくりはあまり行われてい

なかった。このことを施設側も意識しており、今後の課題として密にならない環境づくりが

挙げられていた。文部科学省は、「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関

するガイドライン (令和 2 年 3 月 24 日)」において、施設において十分な活動スペースを確

保することが難しい場合、学校の教室等を活用することを推奨しているものの、本調査では

学校施設の活用の実態を確認することはできなかった。在籍校や利用する時間帯が子どもに

よって異なる施設が殆どであり、学校施設の活用に至るまでのハードルは決して低くはない

と言える。加えて、学校と施設及び施設間の日常的な連携不足 (障害のある子どもの放課後

保障全国連絡会, 2020; 田村・和田, 2019; 吉野, 2015) も指摘されており、活用に二の足を

踏む施設も多いと思われる。今後は、学校施設を活用したデータを蓄積していくとともに、
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それらのデータを施設間で情報共有を図ることができる体制を整えていく必要があるだろう。 

 子どもの様子の変化に関しては、休校期間中と休校期間明けともにネガティブな変化だけ

でなく、ポジティブな変化もあった。新型コロナウイルスの影響により学校行事や時間割等

に様々な変更が生じる中で、ネガティブな行動ばかりが目立たなかったのは、子どもなりに

状況を受け止めていたからであろう。どのような手がかりから (子どもが) 状況を受け入れ

ているのかに目を向けることは、彼らの発達を捉え支援を考えていくために必要であると言

えよう。 

 国立成育医療研究センターでは、「コロナ×こどもアンケート調査」を継続的に実施し、現

在第 5 回が実施中で、第 4 回までの結果が公表されている (国立成育医療研究センター， 

2020)。このアンケートは、第 1 回 (2020 年 4 月 30 日～5 月 31 日実施) 、第 2 回 (同

年 6 月 15 日～7 月 26 日) 、第 3 回 (9 月 1 日～10 月 31 日) 、第 4 回 (11 月 17 日～12

月 27 日)、第 5 回 (2021 年 2 月 19 日～3 月 21 日) の日程で実施されている。 

まず、「こども」のストレス反応であるが、第 1 回は 75%、第 2 回が 72%、第 3 回 (9 月 1

日～10 月 31 日) は 73%となっている (第 4 回は項目なし)。2020 年 4 月 7 日に出された全

国の緊急事態宣言は 5 月 25 日に全面解除されたが、第 1 回はほぼこの時期と重なる。解除

後に実施された第 2 回は若干低下したものの、第 3 回では再び上昇するなど、子どももスト

レスを感じ続けている状況がうかがわれる。また、第 4 回から、保護者を対象にした調査で

はあるが、「こどもとの好ましい関わり」の項目があり、そのうち、「こどもが表現する気持

ちを否定せず、共感しているようにしている」の項目では、最も高い 3~5 歳児で 96%、最も

低い高校生でも 80%の保護者が、何らかの形で意識しているとの結果があり、保護者の対応

が、子どもの状況把握に正の結果をもたらしている可能性が考えられる。 

今回は、現状の把握と速報性を重視し、また、感染予防の点から、郵送による調査として

実施したが、予防対策が長期する中で、課題や取り組みを共有していく必要があると考えて

いる。そこで、今後は、感染症対策関連に関する特色のある取り組みや課題についての、聞

き取り調査等を実施し、実態に迫っていくとともに、情報共有に向けた情報発信をしていく

予定である。 
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